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概要

・事業名

　大川端地区住宅市

街地　総合整備事業

・地区の名称

　大川端地区

・地区の所在地

　東京都中央区佃一

　丁目・二丁目、　

　新川二丁目

・地区の面積28.7ha

・事業者

　ＵＲ都市再生機構

・開発年度

　1986年

１．研究の目的と背景

　現在高層住宅は平成９年度以降の都市回帰の

要因になるほど増加し住宅計画の主流と言える。

不動産研究所調査によれば、特に都市部におい

て今後３年間で２０階建て以上の集合住宅が約

１１万戸計画されており、さらなる増加と高層

化が進んでいる。しかし、その計画は従来の平

面計画手法の延長であり、超高層集住体の顕著

な特性である断面的な人の意識領域の重なりを

考慮した超高層集住体として有効な計画手法は

構築されていない。初期の段階から社会認識と

して存在する問題の構造でさえいまだ曖昧な現

在において、超高層集住体という人にとって新

しい居住環境は利便性による都市居住の高層化

の中で様々な弊害を発生している。超高層集合

住宅による住宅計画においては、居住者がその

環境下で形成する認知特性と構造、及び居住環

境と周辺環境の関連性が考慮された計画手法が

必要である。しかし、現在有効な計画手法が構

築されいないと供に計画手法への発展の資料と

成り得る研究が未成熟と言える。

そこで本研究は２００２年度及び２００５年度

の認知領域調査から被験者の「私のまち」「身

近な水辺」「身近な緑地」「にぎわい」「行動

範囲」「近隣住民」の認知領域を集計し、認知

領域図を作成する。
1）2）
また認知領域の構成要

素を点的要素・線的要素・面的要素に分類し、

認知領域マップ上に点・線・面を図示する。

２００２年及び２００５年度の調査で得られた

認知領域図を用いて住民の認知について分析し、

認知領域図による比較分析を行った結果、若干

の全体的な認知の変化と認知度の高い領域の変

化が見られた。しかし着目すべき明らかな違い

とは言えない。「にぎわい」と「身近な緑地」

について比較的大きな変化が見られたが、年代

変化に伴う周辺環境の物理的変化、及び社会変

化は居住者の認知特性の変化要因として相関性

が少ないと考察した。

両年代の比較分析では明確な認知特性を抽出出

来なかったので、超高層住宅の居住者による

「居住年数」から認知領域図を作成する。２０

０２年度及び２００５年度の調査から「居住年

数」の五年を境に分類し、居住者全体の認知度

の高い場所やその広がり、認知を形成する要因

について等の認知特性を分析する。
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表-２　被験者概要

東京都住宅局

住宅・都市整備公団

住宅・都市整備公団

東ブロック住宅計

用途地域:第一種住居地域

用途地域:第一種住居地域

用途地域:商業地域

三井不動産

三井不動産

西ブロック住宅計

北ブロック住宅計

全ブロック住宅計

ブロック 事業名 施設名 戸数 階数

賃貸　C1棟

賃貸　C2棟

賃貸　D棟

賃貸　KL棟

賃貸　H棟（リバーポイントタワー）

分譲　J棟（シティフロントタワー）

分譲　I棟（スカイライトタワー）

分譲　M棟（センチュリーパークタワー）

賃貸　N棟（イーストタワーズⅡ）

小計

60 10

142 20

78 8・6

280

東京都住宅供給公社 賃貸　B棟(コーシャタワー佃） 425 37

賃貸　A棟（イーストタワーズ） 461 37

賃貸　E棟 66 13

賃貸　F棟 24 6

賃貸　J棟 110 19

小計 661

1366

154 14

390 40

290 31

336 40

1170

756 54

43594

1350

3886

東

西

北

表-１　調査地概要

図-３　調査地詳細図
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２．調査概要

２.１．調査対象地域

　調査対象地は｢都心型住宅｣のモデル的存在で

ある、東京都中央区にある通称｢大川端リバー

シティ２１｣とする(図-1、図-２)。対象地の高

層住宅は多くの初期の高層住宅と同様に同一平

面計画の積層であり、周辺環境及び居住階に起

因する認知特性を把握する上で適していると言

える。

２.２.調査概要

アンケート調査は以下の概要で行った。

・調査期間：第一回調査２００２年８月

　　　　　　第二回調査２００５年７・８月

・調査方法：アンケート対象者は超高層に該当

する７棟の集合住宅の居住者とした(図-３、

表-１)。アンケートは調査の偏りをなくすため

に大川端リバーシティ２１内の公園・遊歩道・

商業施設前など至る所で行い、居住者の認知特

性を明らかにするため現地にて圏域図示法
*1　

を用いて行った。

・調査内容：以下の項目について調査を行った。

１.属性調査　２.近隣住民と認識する範囲調査

３.日常ルート調査　４.行動範囲の認知調査.

５．行動範囲の認知領域構成要素調査　

６.私のまち・身近な水辺・身近な緑地・にぎ

わいの認知調査　７.認知領域構成要素調査　

８.構成要素の可視性意識調査　９.ランドマー

ク調査１０.以前居住していたまち・住まいと

の比較調査。１１.２００２年以降の変化の調

査。以上の概要で調査を行い有効回答数２７５

サンプルを得た(表-２)。



 領域 居住年数 平均 中央 標準偏差
５年未満 50.97 40.30 39.92

５年以上 43.36 30.57 50.28

５年未満 22.36 11.21 30.62

５年以上 10.95 3.92 21.27

５年未満 5.31 2.93 6.54

５年以上 4.74 1.96 7.43

５年未満 8.05 4.13 10.72

５年以上 7.28 3.31 12.38

５年未満 88.14 44.29 115.30

５年以上 56.12 37.04 61.94

５年未満 7.23 6.03 6.62

５年以上 5.18 2.90 6.06

行動

近隣

まち

水

緑

にぎわい

表-３  各認知領域面積の基本統計量

３．居住年数比較分析による

居住年数の認知領域図・統計量から以下のよう

に分析する（図-４、表-３）

■「身近なまち」

五年未満：五年以上に対して認知領域がまとま

っており、認知度５％～２０％の領域の形状が

他の認知度と異なっているが、２０％以上の領

域はリバーシティに向かって段階的に認知度が

高くなっている。領域面積の平均値が50.97、

中央値が40.30 であり標準偏差39.92となって

おり五年以上よりバラツキが少ない値となって

おり、領域図の傾向を数値的に示している。

五年以上：面積の平均値が43.36、中央値が

30.57 であり、標準偏差50.28となっており、

認知度40％以上の認知領域の傾向は近似である

が、認知度４０％以下の認知領域の範囲に相違

が見られる。

■「身近な水辺」

五年未満：認知領域図の傾向として、認知度の

低い領域の広がりは大きいが、２０％以上の領

域が面積の差が小さく、認知度の高い領域が集

中している。標準偏差において、領域面積の平

均値22.36、中央値11.21、標準偏差30.62とな

っており領域図の傾向を数値的に示している。

また、領域が川自体のみではなく内陸にまで広

がっている傾向があり、川と内陸部を併せて認

知している。併せて構成要素は五年未満に対し

て「身近な水辺」として公園・桜・遊歩道・散

歩等の緑地、内陸部の時間変動要素の回答割合

が255％２．５倍以上多い。

五年以上：認知領域図の傾向として、五年未満

に対して認知度がリバーシティの川沿いに向か

って段階的に大きくなっている。標準偏差にお

いて領域面積の平均値10.95、中央値3.92、標

準偏差21.27であり領域図の傾向を数値的に示

している。また、認知度の高い領域は五年未満

と同様にリバーシティの川沿いの内陸部なのに

も関わらず、認知度の低い領域が五年以上の居

住者に対して内陸部に派生せず、川自体のみを
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図-４　居住年数別認知領域図



身近な水辺と認知している。重複度においては

「身近なまち」は重複・内包が74.07％と高い

が、他の認知領域においてはそれぞれ分離・接

触が「身近な緑地」71.36％「にぎわい」94.44

％、が高いと言える。構成要素においても「川

」等の純粋に水に関連する項目に加えて「橋」

が多くまた、それらの可視性について可視と回

答する度合いが60.49％と高い値となっている

■「身近な緑地」

五年未満：認知領域図の傾向として、五年未満

に対して認知度が佃公園に向かって段階的に大

きくなっている。標準偏差は、領域面積の平均

値5.31、中央値2.93、標準偏差6.54、となって

おり領域図の傾向を数値的に示している。また

、川に領域が広がらず、内陸部のみで認知領域

を形成している。

五年以上：認知が佃公園に加えて、石川島公園

に両者に向かって段階的に高くなっている。構

成要素においても五年未満に対して石川島公園

と越中島公園が多く挙がっており、認知領域傾

向と同様の傾向を示している。標準偏差におい

ては領域面積の平均値4.74 、中央値1.96 、標

準偏差7.43となっており、五年未満と近似でバ

ラツキが少ない。また五年未満に対して、領域

が川にも広がっている。大きな特徴として、視

認に基づいて領域が認知領域のエッジとなって

いる川を越えて越中島公園に広がっている事が

挙げられる。構成要素の可視性において可視回

答率が不可視率に対して541.37%と非常に多い

■「にぎわい」

五年未満：認知領域図の傾向として認知度が西

中商店街とスーパーに向かって段階的に大きく

なっている。標準偏差は、領域面積の平均値

8.05、中央値4.13、標準偏差10.72、となって

おり領域図の傾向を数値的に示している。構成

要素においては五年以上に対して、「西仲商店

街・もんじゃ」が多い。また、認知が内陸部に

留まっている傾向がある。

五年以上：五年未満に対して認知度の低い領域

が分散しており、認知度の高い領域の傾向はほ

ぼ同様である。標準偏差は、領域面積の平均値

7.28、中央値3.31、標準偏差12.38、となって

おり、重複度においては他の認知領域から分離

する傾向がある。特に「私のまち｣に置いて五

年以上に対して五年未満が160.13%と五年以上

において減少している。

■「身近な水辺」と「身近な緑地」の関係性

「身近な水辺」に置いて、同じ自然要素の「身

近な緑地」においても領域が水辺に派生してい

ると考えられる。しかし逆に五年以上において

川への領域の広がるという相反する傾向が見ら

れた。その要因として五年以上において「身近

な緑地」構成要素の可視性について可視の回答

が多い事から、水辺と関係性ではなく、緑地へ

の視認の影響から水辺にも領域が広がっている

と考察する。

４．まとめ

以上より居住環境における配置形態と認知領域

との関係性について考察したとともに、居住年

数による認知領域図から各認知特性を把握した。

今後は居住年数を元に、建築計画レベルの詳細

な分析を行うとともに、長期間超高層住宅とい

う環境に暮らすことで居住者に与える影響を考

慮した計画手法を考察する。

＜注釈＞

＊１)　圏域図示法：この方法は、対象地域をよく認知している被

験者を対象とした場合に有効であり、自己の住居の周辺地区などの、

比較的限定された小地域の空間を対象とした研究に適している。認

知の有無や広がりなどの量的な側面だけでなく、被験者の内部にあ

る空間の切れ目を示してもらうことにより、間接的にその構造を探

ろうとするものである。
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